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１ マンションストックの状況 

（資料）住民基本台帳による東京都の世帯と人口/東京都総務局 
               住宅着工統計/東京都都市整備局  

【図１ 都内総世帯数とマンション戸数の推移】 

【図２ 建築時期別のマンション戸数（2013（平成25）年末）】 
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＊旧々耐震基準 

 1971(昭和46)年改正以前の基準。1968(昭和43)年、十勝沖地
震で多くの被害が発生したことを踏まえ、1971(昭和46)年改
正により鉄筋コンクリート造の柱帯筋の基準を強化 

＊旧耐震基準 

 1981(昭和56)年改正以前の基準。中地震(震度５程度)に耐え
うる設計基準となっているが、大地震(震度６強～７程度)へは
未対応 

＊新耐震基準 

 1981(昭和56)年改正による基準。中地震に対して損傷しない
ことに加えて、大地震に対して倒壊しないことの確認を追加 



（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）/東京都都市整備局 

都心３区：千代田区、中央区、港区 
都心10区：千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、渋谷区、豊島区 

【マンション実態調査】 
 調査時点：2011(平成23)年８月１日 
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38.8％ 
（約1.1千棟） 
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19.8% 
（約0.6千棟） 
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（約4千棟） 

72% 
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住居系 

商業系 

工業系 

41% 

49% 

10% 

住居系 

商業系 

工業系 

指定区域面積の割合 旧耐震マンション棟数の割合 

一低層 二低層 一中高 二中高 一住 二住 準住 近商 商業 準工 工業 工専 

指定区域面積 
(k㎡) 

410.5 7.7 191.3 36.3 115.7 20.8 14.9 58.5 73.4 145.1 25.9 13.3 

旧耐震マンション 
(棟) 

643 31 1,487 398 1,313 407 188 1,821 3,537 1,075 74 0 

マンション密度 
(棟/k㎡) 

1.6 4.0 7.8 11.0 11.3 19.6 12.6 31.2 48.2 7.4 2.9 0 

（資料）平成25年度東京都都市整備局調査による 

【図３ マンション棟数の地域別構成割合】 

【図４ 旧耐震基準マンションの分布（用途地域別）】 
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(注)50年以上のマンション(2003年及び2008年)については、不明のため0推計とした。 

(資料)住宅・土地統計調査/総務省、住宅着工統計/東京都都市整備局 

【図５ 団地型マンションの状況】 

【図６ 着工から40年以上のマンションの推移】 
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3 

(調査対象)  旧公団・公社が分譲した旧耐震基準の団地型マンション（約120団地、約35,000戸）  

2.6万戸 



(㎡) 

(調査対象)  旧々耐震基準のマンション（団地型マンションは除く）約2,200棟 

容積使用率：使用可能な容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合 
      マンション実態調査結果、地形図、登記簿謄本等を基に都が推計 
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（資料）平成25年度東京都都市整備局調査による 

【図７ 高経年マンションの容積率及び敷地面積の状況】 

4 

容
積
使
用
率 

敷地面積 



（資料） 住宅着工統計/東京都都市整備局 
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【図８ 住宅着工戸数及び総着工戸数に占めるマンション戸数比率の推移】 

【図９ マンション供給戸数の地域別割合の推移】 

２ マンション市場の状況 
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（資料）（公財）東日本不動産流通機構 
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【図12 マンション購入時に重視した事項】 

【図13 マンション購入の際に必要と考える管理に関する情報】 
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【図27 保管している設計図書の種類】 

【図28 設計図書の保管方法】 
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【図29 修繕履歴の保管状況（全国）】 
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【図30 都道府県別建替え実績】 

【図31 都内区市別建替え実績】 

うち 
団地型 
24％ 

４ マンションの建替えの状況 

（資料）Kantei eye vol.80/(株)東京カンテイ 

（資料）Kantei eye vol.80/(株)東京カンテイ 
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【図32 建替え事例の分析】 

（駅からの距離と容積使用率） 

（敷地面積と容積使用率） 

（延床倍率と還元率） 

(注) 都内の建替え事例のうち、建替え前の数値が把握できる物件のみグラフ化 
容積使用率：指定容積率に対して、マンションが使用している容積率の割合 
延床倍率：従前延床面積に対する従後延床面積の割合 
還元率：従前の専有面積に対して、従後負担なく取得できる専有面積の割合 

（資料）H25年度東京都都市整備局調査による 
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n=315 

【図33 建替えの検討状況（旧耐震基準のマンション）】 

（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）／東京都都市整備局 
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【図34 耐震診断の実施状況】 

５ マンションの耐震化の状況 

（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）／東京都都市整備局 

n=2,322 

n=2,309 

（戸数別） 

（耐震診断を検討していない理由） 

n=1,830 
n=981 
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【図35 耐震改修の実施状況】 

（資料）マンション実態調査結果（H25.3公表）／東京都都市整備局 
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